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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３０年判決分（順号２０１８－１０） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 過誤納金請求控訴事件 

国側当事者・国 

平成３０年３月７日棄却・確定 

 （第一審・東京地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２８年１２月２２日判決、本資

料・徴収関係判決平成２８年判決分（順号２８－４３）） 

 

判 決 

控訴人 Ｘ株式会社 

同代表者代表取締役 Ｂ 

同訴訟代理人弁護士 鶴見 祐策 

 山田 大輔 

被控訴人 国 

同代表者法務大臣 上川 陽子 

同指定代理人 飯塚 晴久 

 島村 清一朗 

 国府田 隆秀 

 井上 卓也 

 前田 純武 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は、控訴人に対し、４７万７８７４円を支払え。 

３ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要等 

１ 本件は、控訴人が、被控訴人の主張する未納国税のうち、源泉所得税（不納付加算税及び延

滞税を含む。）並びに法人税（延滞税）の一部は消滅時効又は免除により、平成１１年度以前

の源泉所得税、法人税及び消費税（不納付加算税及び延滞税を含む。以下「源泉所得税等」と

いう。）は滞納処分の執行の停止により、それぞれ納付義務が消滅しているから、実際に納付

すべきであった税額は原判決別紙記載のとおり４２４万２８００円であるにもかかわらず、控

訴人は平成２４年４月以降に源泉所得税等として４７２万０６７４円を納付したから、被控訴

人はその差額分について控訴人に還付すべき義務を負うなどと主張して、被控訴人に対し、公

法上の不当利得返還請求として４７万７８７４円の支払を求める事案である。 

 原判決は、控訴人の請求を棄却したところ、控訴人がこれを不服として本件控訴をした。 
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２ 関係法令の定め、前提事実、争点及び争点に関する当事者の主張の要旨は、後記３のとおり

当審における控訴人の主張を付加するほかは、原判決の「事実及び理由」欄の「第２ 事案の

概要」の１から３までに記載のとおりであるから、これを引用する。ただし、原判決を次のと

おり訂正する。 

（１）原判決９頁１７行目末尾に改行して次のとおり加える。 

「（３）控訴人は、平成元年４月５日、京橋税務署に対し、本件源泉所得税２本税として６４

万８３６０円を納付した（以下、この納付を「本件納付」という。）。 

（４）ところが、京橋税務署長は、平成元年４月５日当時、本件納付を本件源泉所得税３本

税についてのものであると誤認し、それを前提にして、その後に控訴人から源泉所得税

等として納付された金員を控訴人の滞納国税に充当した結果、平成２６年１月２２日の

時点において、本件源泉所得税２については、不納付加算税６万４０００円及び延滞税

２４４万１５００円の合計２５０万５５００円（上記（２）ア（イ））が、本件源泉所

得税３については、不納付加算税３万２０００円及び延滞税４万６７００の合計７万８

７００円（上記（２）ア（ウ））がそれぞれ未納であるものと認識していた（甲１）。」 

（２）原判決９頁１８行目の「（３）」を「（５）」と改め、同行目末尾に改行して次のとおり加え

る。 

「（６）控訴人は、当審において、本件納付が本件源泉所得税２本税についてのものであると

主張立証したところ、京橋税務署長は、平成２９年９月２５日の第３回口頭弁論期日後

に、本件納付が本件源泉所得税２本税についてのものであり、本件源泉所得税２とその

課税期間を同一にする本件源泉所得税３は当初から存在していなかったものと認識する

に至り、同年１０月１９日、本件源泉所得税３に係る不納付加算税の賦課決定を０円に

訂正するとともに、延滞税についても０円であると訂正した（乙２７）。」 

（３）原判決９頁１９行目の「２」を「３」と改め、２４行目末尾に「なお、以下においては、

本件源泉所得税３（不納付加算税及び延滞税を含む。）は当初から存在していなかったこと

を前提とする。」を加え、末行の「１ないし１１及び」を「１、２及び４ないし１１並び

に」と、１０頁２行目の「１ないし１１」を「１、２及び４ないし１１」とそれぞれ改める。 

（４）原判決１０頁５行目の「３」を「４」と、２４行目、１１頁１行目及び８行目の各「１な

いし１１及び」をいずれも「１、２及び４ないし１１」とそれぞれ改め、１２行目の「か

ら、」の次に「その解除前にされた後続の差押処分等により、」を加える。 

（５）原判決１１頁１５行目及び１２頁１行目の各「１ないし１１」をいずれも「１、２及び４

ないし１１」と改める。 

３ 当審における控訴人の主張及び新たな主張に対する被控訴人の主張 

（１）本件源泉所得税１、２及び４の納付義務に係る消滅時効について 

（控訴人の主張） 

 本件源泉所得税１、２及び４を徴収するために昭和６３年１１月１４日付けでされた差押

え（後出の本件差押処分１）は、昭和６０年当時に市場価値を喪失するに等しい状況にあっ

た電話加入権を対象とするものであり、無益な差押えを禁止する徴収法４８条２項に違反し

て無効であるから、時効中断の効力を生じていない。したがって、本件源泉所得税１、２及

び４の納付義務は、その徴収のために有価証券に対する差押えがされた平成８年６月までに

５年が経過したことにより時効消滅した。 



3 

（被控訴人の主張） 

 無益な差押えに当たるか否かについては、差押えの対象となる財産の価額がその差押えに

係る滞納処分費及び徴収すべき国税等に優先する他の税金その他の債権の金額の合計額を超

える見込みがないことが一見して明らかであるか否かにより判断されるものであり、一見し

て明らかでない場合は、直ちに当該差押えが違法となるものではない。また、仮に徴収法４

８条２項に違反する差押えがあったとしても、それは当然無効の処分ではなく、取り消し得

べき処分と解されている。 

 電話加入権の差押えについては、徴収法７３条が明文をもって規定しているから、直ちに

徴収法４８条２項に違反すると解することは到底できないし、昭和６２年当時でも、電話加

入権に対する執行手続の解説書に記載されているとおり、電話加入権が差押えの対象財産と

して財産的価値を有していたことは明らかである。 

 これを本件についてみると、昭和６３年１１月１４日の時点で、その差押えの対象とされ

た電話加入権の滞納処分費の発生は見込めず、また、本件源泉所得税１、２及び４に優先す

る他の国税、地方税その他の債権額の存在は認められないから、上記電話加入権の換価代金

全額が滞納国税に配当されることが見込まれるものであったと認められ、上記差押えが徴収

法４８条２項の無益な差押えに当たらないことは明らかであり、ましてや、無効であると認

める余地はない。 

（２）本件源泉所得税５、６及び８の納付義務に係る消滅時効について 

（控訴人の主張） 

 本件源泉所得税５、６及び８を徴収するためにいずれも平成７年８月１１日付けでされた

二つの交付要求（後出の本件交付要求処分１及び２）は、被処分者に交付要求に対する不服

を申し立てる機会を与え、その権利を保障する趣旨に出た徴収法８２条２項に基づく通知が

控訴人にされておらず、手続的正義に著しく反するから、時効中断の効力を有しない上、前

記（１）のとおり、電話加入権を対象とする参加差押えも無効と解される。したがって、本

件源泉所得税５、６及び８の納付義務は、その徴収のために有価証券の取戻請求権に対する

差押えがされた平成１２年８月２日までに５年が経過したことにより時効消滅した。 

（被控訴人の主張） 

 上記交付要求に係る通知が控訴人に対しされていなかったことを認めるに足りる証拠はな

い。 

 また、仮に上記交付要求に係る通知が控訴人に対しされていなかったとしても、本件源泉

所得税５、６及び８の徴収権の消滅時効の進行が停止していることは、原審において主張し

たとおりである。 

 なお、参加差押えも無効であるとする控訴人の主張が、①無益な差押えを前提としている

からであるという趣旨であるとすれば、前記（１）のとおり、電話加入権についてされた差

押えが徴収法４８条２項に違反しないことは明らかであるし、②参加差押え自体が同項に違

反するという趣旨であるであるとしても、徴収法８６条１項において、参加差押えは交付要

求の一方法として規定されているところ、先行する差押えが存在している限りは交付要求と

しての効力を有するものにとどまるのであり、交付要求及び参加差押えの規定について、徴

収法４８条２項を準用するなどしている条文はないから、交付要求及び参加差押えについて

は同項の適用はないというべきである。 
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（３）納付義務の免除について 

 課税徴収の実務において、滞納国税について特定の法人に対し事実上請求しないという扱

いは「納税の免除」として現実に行われているところ、本件においても、所轄税務署の職員

から徴収を求める格別の行為がないままに推移してきた経過から、控訴人と京橋税務署の職

員との間において、滞納国税について徴収の免除の合意があったことは容易に推認すること

ができ、その合意は有効と評価されるべきである。 

（４）滞納処分の執行の停止について 

ア 税務署が滞納税金を事実上請求しないという扱いが実務上行われているが、このままで

は法形式上滞納税金が残ってしまうことから、京橋税務署の職員は、差押処分の滞納税金

目録から、事実上請求しない滞納税金の記載を消去し、これを滞納処分の執行停止として

処分した。 

イ 京橋税務署長が差し押さえた供託金は、控訴人が宅地建物取引業を終了しない限り還付

されないものであり、結局、会社を閉鎖するまで還付されないものであるから、事実上換

価し得ないといえる。そうすると、国税庁長官が発出した本件指針が示している停止相当

事案に準じたものといえる。 

（５）本件納付によって本件源泉所得税２については平成元年４月５日以降の延滞税は発生しな

いし、控訴人が平成８年８月５日より後に京橋税務署に対し納付した国税のうち６４万８３

６０円は、現実には既に消滅しているはずの本件源泉所得税２本税に充当されているが、こ

れは、民法４８９条２号により他の滞納国税の本税に充当されることになり、充当されれば

当該充当日以降の延滞税は発生しない。さらに、控訴人が納付した国税のうち、実際に他の

本税に充当された金員も、同様にこれとは異なる本税に充当されるべきであり、充当されれ

ば当該充当日以降の延滞税は発生しない。このように、控訴人の負担すべき延滞税は、被控

訴人の主張する延滞税よりも低額であることが明らかである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の請求は理由がないものと判断する。その理由は、後記２のとおり当審

における控訴人の主張に対する判断を付加するほかは、原判決の「事実及び理由」欄の「第３

 当裁判所の判断」及び「第４ 結論」に記載のとおりであるから、これを引用する。ただし、

原判決を次のとおり訂正する。 

（１）原判決１４頁４行目及び７行目の各「１ないし１１」をいずれも「１、２及び４ないし１

１」と、６行目の「（ア）ないし（サ）」を「（ア）、（イ）及び（エ）ないし（サ）」とそれぞ

れ改める。 

（２）原判決１４頁８行目の「１ないし１１」を「１、２及び４ないし１１」と改め、１１行目

を削り、１２行目の「ウ」を「イ」と、１３行目の「エ」を「ウ」と、１４行目の「オ」を

「エ」と、１５行目の「カ」を「オ」と、１６行目の「キ」を「カ」と、１７行目の「ク」

を「キ」と、１８行目の「ケ」を「ク」と、１９行目の「コ」を「ケ」とそれぞれ改める。 

（３）原判決１５頁９行目の「１ないし４」を「１、２及び４」と改める。 

（４）原判決１５頁１５行目の「３、」を削る。 

（５）原判決１５頁２５行目の「３、」を削る。 

（６）原判決１６頁１３行目の「３及び」を削る。 

（７）原判決１６頁２１行目の「１ないし４」を「１、２及び４」と改める。 
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（８）原判決１７頁８行目の「３及び」を削り、同行目の「並びに」を「及び」と改める。 

（９）原判決２０頁７行目及び２１行目の各「１ないし１１及び」をいずれも「１、２及び４な

いし１１並びに」と改め、２１頁１４行目から２２頁２行目までを削り、３行目の「ウ」を

「イ」と、２３行目の「エ」を「ウ」と、２３頁１０行目の「オ」を「エ」と、２５行目の

「カ」を「オ」と、２４頁１１行目の「キ」を「カ」と、２３行目の「１ないし１１及び」

を「１、２及び４ないし１１並びに」とそれぞれ改める。 

（10）原判決２４頁２５行目、２５頁１４行目、１７行目、１９行目、２１行目及び２４行目の

各「１ないし１１」をいずれも「１、２及び４ないし１１」と改める。 

（11）原判決２７頁１９行目の「から」から２０行目の「する」までを削る。 

２ 当審における控訴人の主張に対する判断 

（１）控訴人は、前記第２の３（１）のとおり主張する。 

 しかしながら、昭和６３年当時、電話加入権が市場価値を喪失するに等しい状況であった

ことを認めるに足りる証拠はないどころか、①徴収法７３条が電話加入権に対する差押えの

方法を現在も明定していること、②昭和６２年に発行された民事執行手続の解説書によれば

電話加入権が一定の財産的価値を有している旨が記載されていること（乙２１）、本件差押

処分１が行われた時点で、その差押えに係る滞納処分費及び徴収すべき国税に先立つ国税、

地方税その他の債権が存在したことも認められないことなどからすれば、本件差押処分１が

徴収法４８条２項が禁ずる無益な差押えに当たるということはできないし、仮にこれに当た

るとしても、その差押えが当然無効になるものではなく、取り消し得べきものになるにとど

まるものと解される。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。 

（２）控訴人は、前記第２の３（２）のとおり主張する。 

 しかしながら、交付要求につき税務署長による控訴人への通知がされていないことの立証

責任の所在の問題はおくとして、仮に控訴人に通知がされておらず、本件源泉所得税５、６

及び８の徴収権の消滅時効が本件交付要求処分１及び２によっては中断しないとしても、原

判決が説示するとおり、各法定納期限の翌日から進行したものの、５年が経過する前に①納

税の告知により中断した後、その告知に指定された納期限の翌日から新たに進行していると

ころ、５年が経過する前に、②納税の督促により再度中断し、その日から起算して１０日を

経過した日の翌日から新たに進行し、その後、③本件参加差押処分並びに④本件差押処分６

及び７によって、中断した状態が継続しているというべきである。 

 他方、参加差押えも無効であるとの主張の真意は、必ずしも一義的に明らかであるとは言

い難いが、①仮に電話加入権を対象とした差押えが無効であるから、それを前提とした本件

参加差押処分も無効であるという趣旨であるとしても、前記（１）で説示したとおり、本件

差押処分１が無効であるとはいえない以上、本件参加差押処分が無効であるとはいえないし、

②仮に本件参加差押処分自体が無益な差押えに当たるから無効であるという趣旨であるとし

ても、参加差押えは、進行中の滞納処分（差押え）が継続している限り、交付要求としての

効力を有するにすぎないのであって、参加差押えにしても交付要求にしてもそれに徴収法４

８条２項が適用ないし準用されるとする規定はないから、それ自体が無益な差押えに当たる

ことはないというべきである。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。 
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（３）控訴人は、前記第２の３（３）のとおり主張する。 

 しかしながら、控訴人は、平成１２年１２月１１日にＣなる税務職員と控訴人代表者との

間において消費税の完納を条件とする源泉所得税の納付義務の免除の約束がされた旨主張す

るが、これを裏付ける証拠はないし、本件証拠によっても、京橋税務署が控訴人に対し滞納

国税の納付を求めていなかった事実自体も認められない。また、仮に納付を求めていなかっ

た事実が認められるとしても、そのことから直ちに京橋税務署職員との間で免除の約束がさ

れたと認めることはできないというべきである上、仮にそのような約束がされたとしても、

公法上の規律に反して租税債権の全部又は一部の消滅の効果を生ずる余地はないことは、原

判決が適切に説示するとおりである。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。 

（４）控訴人は、前記第２の３（４）アのとおり主張する。 

 しかしながら、本件証拠によっても、京橋税務署が控訴人に対し滞納国税の納付を求めて

いなかった事実が認められないことは、前記（３）で説示したとおりである。また、税務職

員が差押処分の滞納税金目録から事実上請求しない滞納税金の記載を消去したことが、滞納

処分の執行の停止とみることができないことは、原判決の説示するとおりである。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。 

（５）控訴人は、前記第２の３（４）イのとおり主張する。 

 しかしながら、徴収法１５３条１項１号の「滞納処分を執行することができる財産がない

とき」とは、差押えの対象となり得る全ての財産について差押え、換価処分が終わったが、

なお徴収すべき滞納処分費及び国税があるときをいうと解されているところ、差押えに係る

営業保証金として供託された有価証券は、控訴人が宅地建物取引業を継続する限りは取り戻

すことができない（宅地建物取引業法３０条１項）から、直ちに換価することはできないと

いうことができたとしても、換価することができた場合に「なお徴収すべき滞納処分費及び

国税がある」ことを認めるに足りる証拠はないから、滞納処分の執行をすることができる財

産がなかったとは認められず、同号の要件を満たしているとはいえない。 

 そうであるとすれば、滞納処分の執行の停止ができる状況にあったとは認められないので

あって、停止相当事案に準ずるということもできないというべきである。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。 

（６）控訴人は、前記第２の３（５）のとおり主張する。 

ア 本件納付が本件源泉所得税２本税についてのものであること、本件源泉所得税３（不納

付加算税及び延滞税を含む。）は当初から存在していなかったものであることは、前記第

２の２（１）及び（２）において原判決を訂正して説示したとおりであり、その結果、本

件源泉所得税２については、これに対して本件納付後に控訴人から納付され、又はこれに

充てるものとして収納された金員が、まずは本件源泉所得税２の不納付加算税及び延滞税

に充てられ、その余があれば他の滞納国税に収納又は充当されるべきであること（その場

合、収納又は充当の対象とする滞納国税に延滞税とその計算の基礎となる本税とがある場

合にはまず本税に充てられることになる（通則法６２条２項参照）。）はそのとおりである。 

イ そこで、この点を検討すると、証拠（乙２３ないし２５）及び弁論の全趣旨によれば、

①本件源泉所得税２については、京橋税務署長においては、平成９年１０月２７日から平

成２４年１１月３０日までの間に納付された合計６４万８３６０円が本税に、平成２８年
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１０月３日及び同年１１月１５日に納付された合計６万４０００円が不納付加算税に、同

日から平成２９年１０月３日までの間に納付された合計５５万９３００円が延滞税にそれ

ぞれ充てられ、同月１８日の時点において、延滞税１８８万２２００円が未納であると認

識していたこと、また、②本件源泉所得税３については、同日の時点までに納付された金

員はなく、京橋税務署長においては、不納付加算税３万２０００円及び延滞税４万６７０

０円が未納であると認識していたことが認められるところ、前記第２の２（２）において

原判決を訂正して説示したとおり、京橋税務署長は、本件納付が本件源泉所得税２本税に

ついてのものであると認識するに至ったことから、上記納付された金員を本件源泉所得税

２の本来の延滞税３３万１１００円及び他の滞納国税に収納又は充当し直し（しかも、基

本的に、当時未納であった本税の収納等に優先的に充てたことがうかがわれる。）、その結

果、控訴人の滞納税額は減少したが、なお２７００万円を超える額が滞納税額として残っ

ていることが認められる（乙２６、弁論の全趣旨）。 

ウ そうすると、確かに、本件納付が本件源泉所得税２本税についてのものであり、本件源

泉所得税３が当初から存在していなかったことを考慮すれば、控訴人の滞納税額が減少す

ることになるが、控訴人が源泉所得税等として納付したと認められる４６６万７５５５円

をもってしても、滞納税額を消滅させるには到底至らないというべきである。 

 したがって、控訴人の上記主張は、この限りで採用することができない。 

３ 結論 

 以上によれば、控訴人の請求は理由がないから、これを棄却した原判決は結論において相当

であり、本件控訴は理由がないから、これを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１７民事部 

裁判長裁判官 川神 裕 

   裁判官 伊藤 繁 

   裁判官 森 剛 


